　雇　用　契　約　書（一般例）
　　　　
試用期間：令和　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　　　　(1)試用期間中は以下の執務態度を重点的に考慮して、本採用への移行を検討する。
　　　　　　①他の社員と仲良く協調する。

　　　　　　②分からないことは勝手な判断で行わず、質問する。

　　　　　　③忘れる恐れがある場合は、メモする。

　　　　　　④間違いがないか見直し、点検をする。

　　　　　　⑤上司へ常に連絡、報告、相談をする。

就業場所
：（雇入れ直後）本社所在地　　（変更の範囲）会社の定める場所
職　種
：（雇入れ直後）　一般事務及び付随業務
　　（変更の範囲）会社内での全ての業務
(1)業務の都合により、職種変更、配置転換、転勤を命ずることがある。

　　　　(2)事務仕事のほかに倉庫手伝い等があります。
労働時間
：  ９時００分～１８時００分（試用期間中は17時まで）
（休憩　　１２時００分～１３時００分）
　　　　(1)業務上必要ある場合には、時間外労働を命ずる場合がある。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に所属長まで連絡すること。
休日　 ：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）
(1) 業務上必要ある場合には、休日出勤または休日の変更を命ずる場合がある。
休　暇 　：年次有給休暇（法定通りの日数）
(1) 有給休暇を請求するときは、原則1週間前までに行うこと。
(2) その他休暇は就業規則による。
　　　　　　

賃金
：日給月給制　基本給　　　試用期間中170,000円　本採用後180,000円
通勤手当　1ヶ月定期代実費
(1)不就業時間があるときは当該時間分の控除あり。
(2)昇給は職務能力、役割、世間相場等を考慮して、会社が必要と認めるときに行う。
支払い日
：前月１日～当月末日までを翌月１０日に支払う（１０日が休日のときはその前日）。
(1) 給与は本人以外のいかなる人物に対しても支給または手交しない。
(2) 退職時の給与は通常振込みによる場合でも、現金支給とする場合がある。

賞　与
：原則として７月、１２月に支給する。但し会社業績等、諸般の事情により支給しないことがある。
　　　　　(1)支給日に在籍していないとき、または懲戒処分を受けたときは支給しない。
退職金
：なし
退職
：(1)1ヶ月前までに社長まで直接、退職願を提出して、引継ぎをすること。
(2)無断欠勤が連続して1ヶ月に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職した
ものとみなす。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(3) 試用期間中は無断欠勤が1日でもあれば、その日をもって自己都合退職したものとみなす。

(4)休職期間が満了して復職できないときは満了日をもって退職とする。
(5)試用期間中の判断基準を満たさないと会社が判断した場合は、本採用しない。
　　　　　(6)その他退職、定年、解雇等離職に関することは就業規則による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

　
特　約：１．時間外労働を行うときは、原則として事前に所属長の許可を得るものとし、自らの判断で行わないものとし、これに反する労働は労働時間として参入しない。
　　　　２．退職時に課長職以上の管理職に在る場合、または経営者と一体的な立場にある場合は、「守秘義務及び競業避止に関する誓約書」を締結する。

この契約に定めのない事項については、就業規則を勘案して、会社が決定するものとする。


就業規則の閲覧方法につても説明を受けたこと、及び、上記、お互いに確認、承諾したことの
証しとして各々1通保管する。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　雇　用　契　約　書（みなし労働時間制を適用した例）
　　　　

試用期間：令和　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　　　　(1)試用期間中は以下の執務態度を重点的に考慮して、本採用への移行を検討する。
　　　　　　①他の社員と仲良く協調する。

　　　　　　②分からないことは勝手な判断で行わず、質問する。

　　　　　　③忘れる恐れがある場合は、メモする。

　　　　　　④間違いがないか見直し、点検をする。

就業場所
：（雇入れ直後）本社所在地　　（変更の範囲）会社の定める場所
職　　種
：（雇入れ直後）営業及び付随業務　　（変更の範囲）会社内での全ての業務

(1)業務の都合により、職種変更、配置転換、転勤を命ずることがある。
労働時間
：  ９時００分～１８時００分　　　　実働８時間００分

（原則休憩時間　　１２時００分～１３時００分）
　　　　(1)事業場外所定労働時間のみなし労働時間制※を適用する。

　　　　(2)タイムカードは使用せず、自ら所定様式にて勤怠状況を申告すること。
(3)欠勤するときは事前に所属長まで連絡すること。
(4)原則休憩時間に休憩できないときは必ず任意に1時間の休憩をとること。
(5)事業場外における活動に関しては、必要最小限度の指示連絡以外は行わす自らの裁量による。
(6)直行直帰を認める。その場合は連絡を入れること。
※みなし労働時間制とは、事業場外労働と事業場内労働の両方がある場合でも、現実の労働時間にかかわりなくみなした労働時間を実労働時間とするものであり、原則として時間外労働はないものである
。

休　日：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）

(1) 業務上必要ある場合には、休日出勤または休日の変更を命ずる場合がある。
休　暇 ：年次有給休暇（法定通りの日数）
(1)有給休暇を請求するときは、原則1週間前までに行うこと。
(2)その他休暇は就業規則による。

　　　　　　

賃　金：日給月給制　基本給　200,000円　　通勤手当　1ヶ月定期代実費
　　　　　営業手当30,000円（予備的に全額を定額の時間外手当として支給する）

(1) 欠勤があるときは当該時間分の控除あり。

(2) 昇給は職務能力、役割、世間相場等を考慮して、会社が必要と認めるときに行う。
支払い日
：前月１日～当月末日までを翌月１０日に支払う（１０日が休日のときはその前日）。
(1)給与は本人以外のいかなる人物に対しても支給または手交しない。
(2)退職時の給与は通常振込みによる場合でも、現金支給とする場合がある。

賞　与
：原則として７月、１２月に支給する。但し会社業績等、諸般の事情により支給しないことがある。

　　　　　(1)支給日に在籍していないとき、または懲戒処分を受けたときは支給しない。
退職金
：なし

退職
：(1)1ヶ月前までに社長まで直接、退職願を提出して、引継ぎをすること。

(2)無断欠勤が連続して1ヶ月に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職した
ものとみなす。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(3) 試用期間中は無断欠勤が1日でもあれば、その日をもって自己都合退職したものとみなす。
(4)休職期間が満了して復職できないときは満了日をもって退職とする。
(5)試用期間中の判断基準を満たさないと会社が判断した場合は、本採用しない。
　　　　　(6)その他退職、定年、解雇等離職に関することは就業規則による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

　
特　約：１．所定労働時間を超えて特別に時間外労働を行うとき（特に社内で行うとき）は、原則として事前に所属長の許可を得るものとし、自らの判断で行わないものとし、これに反する労働は労働時間として参入しない。

　　　　２．退職時には、「守秘義務及び競業避止に関する誓約書」を締結する。

この契約に定めのない事項については、就業規則を勘案して、会社が決定するものとする。


就業規則の閲覧方法につても説明を受けたこと、及び、上記、お互いに確認、承諾したことの証として各々1通保管する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　雇　用　契　約　書（限定正社員例
）
　　　　

試用期間：令和　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　　　　(1)試用期間中は以下の執務態度を重点的に考慮して、本採用への移行を検討する。
　　　　　　①事故を起こしていないこと。

　　　　　　②アルコールチェッカーの数値が毎日●●以下であること。

　　　　　　③積み忘れをしていないこと。
就業場所
：（雇入れ直後）●●営業所　　（変更の範囲）変更なし
職　　種
：（雇入れ直後）ドライバー
職　　（変更の範囲）変更なし
労働時間
：  ９時００分～１８時００分　　　　実働８時間００分

（原則休憩時間　　１２時００分～１３時００分）

　　　　(1)業務上必要ある場合には、時間外労働を命ずる場合がある。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に所属長まで連絡すること。
(3) 原則休憩時間に休憩できないときは必ず任意に1時間の休憩をとること。
休　日　 ：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）

(1) 業務上必要ある場合には、休日出勤または休日の変更を命ずる場合がある。
休　暇 　：年次有給休暇（法定通りの日数）
(1)有給休暇を請求するときは、原則1週間前までに行うこと。
(2)その他休暇は就業規則による。

　　　　　　

賃　金
：日給月給制　基本給　180,000円　　無事故手当　10,000円
　　　　　乗務手当　30,000円（全額を時間外手当として支給する）
通勤手当　1ヶ月定期代実費

(1)不就業時間があるときは当該時間分の控除あり。

(2)昇給は職務能力、役割、世間相場等を考慮して、会社が必要と認めるときに行う。
支払い日
：前月１日～当月末日までを翌月１０日に支払う（１０日が休日のときはその前日）。
(1)給与は本人以外のいかなる人物に対しても支給または手交しない。
(2)退職時の給与は通常振込みによる場合でも、現金支給とする場合がある。

賞　　与
：原則として７月、１２月に支給する。但し会社業績等、諸般の事情により支給しないことがある。

　　　　(1)支給日に在籍していないとき、または懲戒処分を受けたときは支給しない。
退職金
：なし

退職
：(1)1ヶ月前までに社長まで直接、退職願を提出して、引継ぎをすること。

(2)無断欠勤が連続して1ヶ月に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職した
ものとみなす。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(3) 試用期間中は無断欠勤が1日でもあれば、その日をもって自己都合退職したものとみなす。
(4)休職期間が満了して復職できないときは満了日をもって退職とする。
(5)試用期間中の判断基準を満たさないと会社が判断した場合は、本採用しない。
(6)運転免許停止以上の処分を受けたときはその日をもって退職とする。

　　　　　(6)その他退職、定年、解雇等離職に関することは就業規則による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

　
特　約：１．就業場所及び職種は当契約書締結時の事項に限定され、本人の同意がない限り、異動を行わない。
　　　　２．前記により、当該就業場所または職種がやむを得ず無くなる事となったときは、当該なくなる日をもって自動退職とする。

３．時間外労働を行うときは、原則として事前に所属長の許可を得るものとし、自らの判断で行わないものとし、これに反する労働は労働時間として参入しない。

　　　　４．退職時に課長職以上の管理職に在る場合、または経営者と一体的な立場にある場合は、「守秘義務及び競業避止に関する誓約書」を締結する。
　　　　５．運転業務に支障のある傷病、薬物投与を受けることとなったとき、または公私に限らず交通事故を起こしたときは、直ちに会社へ報告しなければならない。
この契約に定めのない事項については、就業規則を勘案して、会社が決定するものとする。


就業規則の閲覧方法につても説明を受けたこと、及び、上記、お互いに確認、承諾したことの証として各々1通保管する。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
雇　用　契　約　書（高い能力を期待して高い給与で雇う例）
　　　　

就業場所
：（雇入れ直後）本社所在地　　（変更の範囲）会社の定める場所　
職　　種
：（雇入れ直後）営業企画及び管理統括業務　　（変更の範囲）変更なし
労働時間
：  ９時００分～１８時００分　　　　実働８時間００分

（参考休憩時間　　１２時００分～１３時００分）

休　　日　 ：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）

休　　暇 　：年次有給休暇（法定通りの日数）
(1)有給休暇を請求するときは、原則1週間前までに行うこと。
(2)その他休暇は就業規則による。

　　　　　　

賃　　金
：月給制　基本給　250,0000円
　　通勤手当　1ヶ月定期代実費
　　　　　特別保障手当　150,000円　　
※特別保障手当は下記の職務能力（以下基準という）があることを見込んで、入社より6ヶ月間暫定的に保証し、6ヵ月後に職能に合わせて見直しする。万が一基準を満たさないと会社が判断したときは、これを半減またはカットする。
※以下基準を満たす場合は、6ヵ月後に特別保証手当は基本給に統合する。

　　　　(1)財務諸表を読み取ることができること
　　　　(2)営業部の営業利益をアップさせることができること
　　　　(3)部下の労働時間管理、教育指導が行えること

　　　　(4)毎月の営業会議において有益な提案を最低1つは行うこと。
支払い日
：前月１日～当月末日までを翌月１０日に支払う（１０日が休日のときはその前日）。
(1)給与は本人以外のいかなる人物に対しても支給または手交しない。
(2)退職時の給与は通常振込みによる場合でも、現金支給とする場合がある。

賞与
：原則として７月、１２月に支給する。但し会社業績等、諸般の事情により支給しないことがある。

　　　　　(1)支給日に在籍していないとき、または懲戒処分を受けたときは支給しない。
退職金
：なし

退職
：(1)1ヶ月前までに社長まで直接、退職願を提出して、引継ぎをすること。

(2)無断欠勤が連続して1ヶ月に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職した
ものとみなす。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(3)休職期間が満了して復職できないときは満了日をもって退職とする。
(4)特別保障手当の基準を満たさないと会社が判断した場合は、特別保障手当の調整によらず、解雇することがある。
　　　　　(5)その他退職、定年、解雇等離職に関することは就業規則による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　

　
特　約：１．管理監督者として処遇するため、細かな時間管理は行わず、基準に示す成果を求める。
経営者と一体的な立場であることを自覚して職務を遂行し、期待成果を挙げること。
２．特別保障手当が支給される間、職種は当契約書記載事項に限定し、本人の同意がない限り、異動を行わない。
　　　　３．退職時には、「守秘義務及び競業避止に関する誓約書」を締結する。
この契約に定めのない事項については、就業規則を勘案して、会社が決定するものとする。


就業規則の閲覧方法につても説明を受けたこと、及び、上記、お互いに確認、承諾したことの証として各々1通保管する。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　雇　用　契　約　書（残業代込みの契約例）
　　　　

試用期間：令和　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　　　　(1)試用期間中は以下の執務態度を重点的に考慮して、本採用への移行を検討する。
　　　　　　①他の社員と仲良く協調する。

　　　　　　②分からないことは勝手な判断で行わず、質問する。

　　　　　　③忘れる恐れがある場合は、メモする。

　　　　　　④間違いがないか見直し、点検をする。

　　　　　　⑤上司へ常に連絡、報告、相談をする。

就業場所
：（雇入れ直後）本社所在地　　（変更の範囲）会社の定める場所　
職　　種
：　（雇入れ直後）経理事務及び付随業務　　（変更の範囲）会社内での全ての業務

(1)業務の都合により、職種変更、配置転換、転勤を命ずることがある。
労働時間
：  ９時００分～１８時００分　　　　実働８時間００分

（休憩　　１２時００分～１３時００分）

　　　　(1)業務上必要ある場合には、時間外労働を命ずる場合がある。

(2)遅刻、早退、欠勤するときは事前に所属長まで連絡すること。
休　日　 ：日曜日、祝日、会社指定日（年間休日カレンダーによる）

(1) 業務上必要ある場合には、休日出勤または休日の変更を命ずる場合がある。
休　暇 　：年次有給休暇（法定通りの日数）
(1)有給休暇を請求するときは、原則1週間前までに行うこと。
(2)その他休暇は就業規則による。

　　　　　　

賃　金
：日給月給制　基本給　250,000円
　　　　　（内訳　基本所定時間部分217,949　　時間外手当20Ｈ分32,051円）

　　　　　　叉は　　　
日給月給制　基本給217,949円　　
業務手当32,051円（20H分の時間外手当として支給する）
通勤手当　1ヶ月定期代実費

(1)不就業時間があるときは当該時間分の控除あり。

(2)昇給は職務能力、役割、世間相場等を考慮して、会社が必要と認めるときに行う。
支払い日
：前月１日～当月末日までを翌月１０日に支払う（１０日が休日のときはその前日）。
(1)給与は本人以外のいかなる人物に対しても支給または手交しない。
(2)退職時の給与は通常振込みによる場合でも、現金支給とする場合がある。

賞　与
：原則として７月、１２月に支給する。但し会社業績等、諸般の事情により支給しないことがある。

　　　　　(1)支給日に在籍していないとき、または懲戒処分を受けたときは支給しない。
退職金
：なし

退職
：(1)1ヶ月前までに社長まで直接、退職願を提出して、引継ぎをすること。

(2)無断欠勤が連続して1ヶ月に及んだときはその最終日をもって、自己都合退職した
ものとみなす。ただしやむを得ない事由のある場合を除く。
(3) 試用期間中は無断欠勤が1日でもあれば、その日をもって自己都合退職したものとみなす。
(4)休職期間が満了して復職できないときは満了日をもって退職とする。
(5)試用期間中の判断基準を満たさないと会社が判断した場合は、本採用しない。
　　　　　(6)その他退職、定年、解雇等離職に関することは就業規則による。

社会保険
：健康保険　厚生年金　労災保険　雇用保険　
特　約：１．時間外労働を行うときは、原則として事前に所属長の許可を得るものとし、自らの判断で行わない。特に月20Ｈを超える時間外労働をするときは必ず許可を得、これに反する労働は労働時間として参入しない。

　　　　２．月２０Ｈの残業を強制するものではなく、これに満たない場合も減額しない。

　　　　３．退職時に課長職以上の管理職に在る場合、または経営者と一体的な立場にある場合は、「守秘義務及び競業避止に関する誓約書」を締結する。

この契約に定めのない事項については、就業規則を勘案して、会社が決定するものとする。


就業規則の閲覧方法につても説明を受けたこと、及び、上記、お互いに確認、承諾したことの証として各々1通保管する。

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地
名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
�試用期間から本採用へ移行するための基準は各企業ごとに必要事項を設定する


�職種を限定せず、雑務等関連業務もやってもらう前提なら付随業務としてその他もろもろ(掃除とか)やってもらう意味


�異動の可能性がある場合は入れる


�残業をやってもらうときは入れておく。


�退職時に未返却物等がある場合、所定支給日に直接払いし、接点を持てるようにする。(1)により、本人以外が取りに来ても、支払わない。


�出来得れば、こういった退職事由は就業規則にも明記されていることが望ましい。


�個別に決めておきたいことは特約としてここに表記。但し就業規則を下回る合意は無効となることに注意、


�その他ここに書き切れない労働契約内容を規律するためには、前提として適正な就業規則が周知されている必要がある


�契約の段階でみなし労働時間制の意味をきちんと理解させて契約する。残業代がかからない代わりに自由裁量度を上げること。


�原則として時間外手当ての対象外だが、特段の事由を想定して定額にて全額をそれに当てる。


�欠勤控除は仕方ないが、遅刻早退控除は免除するくらいの取り扱いが望ましい。


�一般例と違い、特別のときに限ること。


�仕事内容か、勤務場所のいずれかを本人の希望に応じて限定し、会社の人事権を狭める代わりに解雇権を広げる契約。


�配転等、異動に関する文言は一切入れないこと。


�当該職種を遂行できなくなった場合は自動解約条項。


�必ず会社の異動権限が制限されること、代わりに限定職種、限定場所がなくなれば、解約になることを特約合意しておく。


�完全月給制（日割りしない）ことが望ましい。


�特別保障手当10万円の対価として何をパフォーマンスしてもらうことが求められていつのかを明確に合意しておく。


�タイムカードは使用しない方が良い。自己申告で充分。


�計算式


1ヶ月平均所定労働時間が170時間の場合


25万÷（170＋20×1.25）≒1282.05（1時間当＠）


1282.05×170≒217949（所定時間分）


1282×1.25×20≒32051（20Ｈ残業分）


�できれば20Ｈを超える場合は、差額を清算するとした方がより完璧。





